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Educational Freedom 

Right to Education and Educational Freedom 

1 Ltじobvこ

2 r国家の教育権」における教育の白由(以上前号)
3 r国民の教育権」と教育の向山
1) 教育のn山の概念(以上本号〉

3 I国民の教育権」と教育の自由

1) 教育の自由の概念

(1) 近代教育行政の原理としての「教育の白山」

小笠原 正

Masaru Ogasawara 

教育の白由は，もともと近代教育行政の原理として， 19世紀中期に四欧諸国において@i

立したものである。しかも， I私教育J(Private education) 法制を中心として出法的 f~1

山にまで尚められたと考えられるO

19世紀liij.l:までの欧米における学校は，ぷ教的私立学校を'11心とする私教育制度・であっ

た。その例をイギリスに見るならば，キリスト教知識普及協会 (Societyfor Promoting 

Christian Knowledge， 111作品 S.P. C. K)並びに，海外福音伝道協会 (Societyfor the 

Propagation of the Gospel in Foreign Parts)などによる「慈善学校J(Charity School) 

とか|大英国 U曜学校設置維持協会J (Society for the Establishment and Support of 

Sunday Schools throughout the Kingdom of Great Britain)による i日曜学校J(Sunday 

Schooi)あるいはエリザベス放投法により設立された 1ノークハウス・スクール (Work-

house School)のような「貧民学校J (Pauper School)などが主なものである O

このような教育の私:~M性を原WJ とする宗教的私立中bどは，自然、法的，普遍的性格をもっ

近代教育忠氾!(白由欣任の判午)に裏打ちされるものである。しかし一方では，産業革命

による資本主義体制の民開により，新しい教育要求として，労働者大衆の教化の教育の要
(2) 

，1古がなされていたけ

必五/f:l之・ 111l{f.'下校が，犯フドの子防やがì l久て維JJ にその LJ 的があり，その教育 I)~'j{.が宗教
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をl!r{2とする

教育Jであったわけで，

ったとぷわれるが，従順な労揚者を技Jえするという f限定づき

いては資本主義の経済史的必然，あるいは資本主義

と合致するところにあったヴ

非1~j:1ミ， -
F
 
ハノ と型f

貧困と冷遇そのものであったっ

「何千何万の泊き児童は・.~ . . . • 

れな者たちよい'一-一汝らの

られ，汝らがそれま

朝6時から夜7持まで労働を強いられている・・

もはや動かなくなったとき，汝ら

生命をすり掠らした場所はi立ちに倍の犠牲者で、開められ

るつしかもこれら

として麗われ，そして鮮日自

りとする い(;売られるのではなく奴
(め

るということを無理矢理聞かされるのである。 1こ

されると同時に，これ

えようとするの

こたえるものとしての公教育の出現で

のよう

ら

る

るこょっ

国家の教育への介入であり，

ある。

このような[私教育jから["公教育jへの発晶表dにおいて，近代立法叫ドにおける

としての「教育の白出jの盟念は一定の成果を得たものと考えられる。 とちわけ

ツランス革命期ιおいては，新しい国家社会の建設のために，絶対王政時代の教育制此

し新しし

のはもとより， パンブレット等も よると，

1791年から三までで49の多数な数える 主るとL、う。 と るも

る<-0

1763 ラ・シャッテ なレンス

1763，....，65 ギュイトン・ F・モノレヴォ… る

1789 ヴィ J乙

1790 オー 1，" ン iプランス

1791 ミラボ f公教育論ー!

1791 タレーラン において国民議会に/.!Jざ

1791 ンドノレセ

1792 ンド‘ルセ [一公教育の一般組織に加する う

1792 ランテ ス

1792 デュコ 公教育論，

1793 コンドルセ 公教脊の必要件にJ礼、て

179~~ 品ボン i 公設立のよ~m~ I 

、て
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1793 ブージェ 「公教育についての省察J

1793 デユヴ、ァル 「公教脊ιついて j

1793 シヱイ Z ス ブランス る新公教育組織ιついてj

1793 ルベルシュ i 同氏教育案j

1793 ラヴォワジエ

1793 ク J、o、 |公教育についての諸々の案に対するJ9i見j

1793 ブーキ品 f公教授一般計画に関する報告と

1793 ドラク。エール 「共和的，民衆的教宵の単純で容易で立つ同型的な

1794 チボド rフランス語師範学校設置法案 jを提出抹択される

1794 ラカナノレ よ しJ承認される

これらの論文・法案等を一つ一つ論ずる事はできないが，コンドノレセ等ブランス革命棋

会の教育改革藷案の多くは，学校・教官相当者に「真理のみ教えるべきであるjことを

要求し，教師をとりまく諸権力に対しては本干渉，不介入な袈請している。し、かなる公

権力といえども，新しい真理の発肢を|迫害し，その特定の政策や一時的な利益に反する理

論を教授することな妨害する権限をもってはならないし，またそうすることができると熱

望さえももってはならないのであるつ Jとコンドノレセが公うのも教育の外的権威から

立の主張であれ義務教育部ι反対したタレーランの「国家は，自分でをなすよりも，

人びとの自発にゆだねるべきものである jとするのも，子どもの教育を親の自

るものと考え，国家は子どもの教資を守る為に親に命令し規制を与えることはすべきでな

いと考えたからである。

もちろん，コンドル しろ !Jレーラ しろ全てが後の教育行政・教育法

ワ入れられたというのではないが，教育を受ける事は権利であり，教育はし、かなる

らも独立しており，自由であるとする志初、は，今日においてもその影響下にあり，

生きているのであるの

近代における憲法的自由としての i教育の自由J

自由である。これに対するすべての防}玉手段は，これを禁ずる。(ベルギ

一国憲法第17条， 1831年)1"教育は，自由である。…教育の白出は，法律の規定する能力

および道怨性の条件にしたがし、，かつ国の監視の下において実行される 。この監視は，

なんらの例外なしにすべての教育および教化の施設ιおよぶものとする。 J(フランス

。このよう 出

あっても，フランクブノレト

同 :jl;: i1~

自由としての教背の布

く1849年)，ヴァイマー

マ4

，
I
ι
i
 
-，
一ー 111 

公権)Jj}ミ

よって，

し，



:教育の I~I!IJ 

と ;主法的岳由tこまで、高めている るの

[教育の自由jは一般的にイタリア志法に見られるごとく，私的問鉢や一般私人

が教育施設を設す.し，教育を行なう白出を認める払すなわち，国民の私立学校開設の

自由，私立学校の教育の自由であると見られて来たのラ・シャロッテが「困家を重んぜ

ず，修道士を昌2誌の首長よりも j二位ιおき，所l弘教団を話国よりも敬愛し予所k~修道会お

よびその会jむを国家の法律よりも監視する連中が，王同の青少年を養育し，教育するこ

とができるとは，いかにせば考え得られることであろうか。宗教的熱狂と信仰の魔力に魅

せられて，プランス人は如上の教師応身を委ね，かかる教師たちは，自らを異同の支記者

に委ねてしまったひかくて，全国民の教背，すなわち|謹の基誌であり，根患ななす法律の

国法の敵である教皇権活上体制の註接支配下に置かれるにラそった。なんという矛

盾であり，破j議恥な行為であることよ。 Jといったごとく，教会専管の教育体制における

f教育の自由jであり，世俗的教膏体制における「教予言の自由 iであったことから，けっ

して近代教育と云えるものではなかった。しかし，本質的には日品企H日条の白出jの一種

として「宗教の自曲Jに類するのと考えられていたと云えるのシェイエイスが指摘するご

とく f精神，文学J寺中，美術などの諸文化がし、ちじるしい進歩をとげ，また非常に多数の

人びとがそれに!対与しているわがフランスのごとき国においては， I合j等な知識の灘泉，す

ぐれた才能が枯渇するおそれはなし、それらの文化に関しては，すべ

てを個人的な努力に任せておけばそれで十分であるの iそして r-立派な奉仕的事業，体

大な文的作業に対する奨励の借蹴，その有用性がいっぱんに周知されている語物園，博

物館，密書舘などの一定の擁設の控持，および普通教宵の階梯で擾秀な才能の兆しを示し

しい家胞の子供が， リ勺や私立学校において持主の教授のもとで，その才能を十分に

みがくことができるためι与えられる経捺的援助j等の規定を中心に，初等学校のみの公

営化な日ざし，私人の告発註に委ねる 4~が教育の発展であり，子どもの本福であると考え

られてし、たヮここには宗教的自由としての「教育の吉出jから，世括的告自としての

自由 lへの発践を見ることができるの

このように出民の f教育の自由!は， ti{i[Jの告出・京教の門出じ類するものとして

自由jの一種であると考えられて来たわけであるが r私立学校開設の自由 iと
ぷい f親の家庭教育の良由 Ir親の学校選択の自由Jという f宗教教背の選択権!ないし

[京教教賓の告白Jは， 子どもの「学溜する権利Jr学留の自由 iに対応した「教予ぎする

自由Jf教育会どうける自由Jとして，同友の教育内容分入に対決することとなるのヴキェが

L 

i教I:liliと

どもを就させるベ

ヤ般tこ1)りする

し

自由ι選択することができる。 Jと日己の作成

〔第3輩ffl6条')L， ドスーがその."1:''7勺 fにおいて

、各自は{上 'J~をすすめる指針として，人間にケ"えられた

17 
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指針のうちでもっとも椛突なものである趣味と興味と

いるのも「教育の白血Jを公教育の基本原出とし，そ

ることになる。 Jと

として，第一にわが子

を「教青する白出jと「教育する権制jが親にあり，すべて ょう

る権和がある事を切らかιしたものと考えられるο

教育の自由ιはtiij述した f私立学校開設の岳註tJ I親の教育の自由 jに加えて，

の教育の自由Jがある。欧米においては， 19世紀中紀まで，その学校を支配する宗派を間

持することが教師に期待されていたっことにアメリカのように「神は，日出と自治につい

て最後の高貴な実験をするためにアメリカ大陸を温存していた jのだとする釘念により開

された国で:'vi.教育は f立派なキリスト教的アメリカ人Jvこする事と考えられていた。
{磁

の公教育Jを出したカパリーは， r-公教育の闘し、の 7

る協し、 lを上げているように，教育の近代化の中で教師の教育の告由の

り桟されて来たきらいがあるつしかし一方フランスにおけるチボドーは，

L，共事時圏にふさわしい良きd:i民を形成しようと盟むならば，教育

は自由でなければならないの……白白と奨励と名誉とをえた特にこそ，われわれは科学の

ためになすべき当然、のことを十分になしたと考える jと云い Iあらゆることがらを白血

の有益な影響と抗争心に委ねょっ規則によって天/主の努力会f抑)12したり，進歩を逆らせた

りしないようにせより……科学と京街に白由な環境を年えよ o ~-Y fì告を一大競争に委ねよ O

褒賞と尊敬および名誉ある諸々の手段ιよってこれを励ませのこれこそすべての教育措緋

に適用せられるべき る。これを要するに，

した方法で定めてはいけないのであるつすべて

委ねよ O すべての市民に必、要な基礎知識の教授にたずさわ

応じて給与な支給せよ O 組匝Hこ有益な科学や技街にすぐれた才能を有する

は， ;t自立}賢明に配分された援助会与えよ O 老令ι達した教長I!iじは名誉ある
帥

その{告すべてのことがらを自由という天Jに委ねよ o Jというように白出

じて尚一か

と生徒の数に

な生徒に

なせ.....・

るのであるの又ドヌ…は「教育fj法の自由jを公教育の基本原則の一つであるとし，公教

育成立の条件を次の 4点上げている o (1)生徒を両親から奪い去らずjかつ生徒は共通教育

を利用しながら家出教育の忠忠をうけつづけることができること。 ω私的教育擁設の設立
各人に自由に認められていること。 (3)公教育機関への就学が，いかなる方法によって

も強糊されないこと。制立法者がその仕事を，公教育の目的指示と公教育機関の組織のみ

り，教育の子統~と方法を，関係職安iの聡切さと理性の臼虫な進歩とじ委ねること，

としてし、

乙のように l

し、る庁c，

111Jは，

はじめとする

りH体的ぷ味i付引を異にLて

らの教育の独立を訂ざすものであり，公教育体説
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しようとする)JVc.おき

もって来る

るからこが整備されて行くにしたがっ

そ，一山.において温法的原理として

現代じおける

ら現代官法への転換は，

と転換したとぶってよし

る。

1
1
J
 
由汁i

ら

らは出Jhl!1があるにして

・権利として

['1虫Jとの

と主体的な吉立を目J
b
u
 

、てはじめてなしえたので、ある

本同憲法の精神をふま このような説代公教育原理を規定したもので

あるが，その法的確認を次のように行なっているの 「例人の尊蔽な重んじ，

希求する人間の育成会f期するとともに，普遍的にしてしかも

ざす教育を普及徹寂しなければならない。J(前文第2

青の目的Jをつぎのように規定している。 I教育は，

及び社会の形成者として，山理と正義を愛し，

じ，自主的構神に充ちわ心身ともに健康な

と平和を

と責任を重ん

tまならな

[~ 

ずる乙と

っとび，

して行なわれな

¥"'n そして， Ll 

:ぶのMt設 i

る'Ji:Vニよって， 々が決悲した

、 v. 不~J と

は， 1"教育の)J~こまつべきものである。 j CtiIi文第一段〉とする O これは，

|到家の長弘、支配のもとに，

ら，これらに対する反引と訣別を宣瓦したものであると同時:じ，日

することは[教育の力 jによるものであり，

いとなみιよって遂行されるべきものであるとするものである。

程を見るとなお明らかとなろうの

ツダム官 Ic'iの受諾により 11本は敗戦を迎えたわけであるが，教育基本法はぷ法改正

案審ぷ当時杉本勝次妥(衆ぷ院〕が[民:t主義的な新しい教腎のF:!i，念，あるいは殺宵の

った!jJ:か

指標，あるいは文教の張本語神の立明言ど，この当法の一筋条として設けていただきたい。

民主主義的な平和司家の組設ということにつし、て教脊が，根本の動力でなければならむと

いうことを私どもはいずるからであるの Jと述べ，又，大出多1出委民く衆ぷ院〉は，

1章を設け，教腎の自主性，教脊の機会均等，教育の義務制度等の事項を含ませたい

と要望し，松平y智光委i!く貴旅院〉は，民主主義の保障となるような教育原理，道徳原埋

として公共の福祉に対する議奉心とWi]人のf:Hj'vニ対する責任と宇あげ.ニ

;点ずべきであると述べてし、る。一万文部省の「各国措法ニ於ケ

I:ii~ 'ti r(c ))J文j?認調子五11干)吋;に:hいても，教育1¥μれの 1

fミリしかしIUIII文mは教育に|対し 1 なII-立しすること
る上う要求がJ払つ

り f戸、からはて~~)!lli当

ud 

-
-
a
A
 

6う
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ること，又， というものは元来政治的の法であり，教育が間婚にされる場合でも

やはり政治の面から問題となるのであって，この京法の性質土道徳及び教育原理というも
総

るべきではないなどとのベ，出法の教育条項を教脊基本法の別定にゆず

る構組，すなわち，教育に関する大方針及び学校系統のおもな制度について教育根本法と

もいうべきものを，立案することな明らかにしている O

このように，教育基本法に関する諸規定を定法告身が規定するべきであるという

あったにもかかわらず，教育の根本法として別に制定されたとし寸経緯から見ても，又，

教青基本法第11条に下この法律に掲げる諸条項を実施するために必要がある場合には，適

当な法令が制定されなければならないjと規定していることからも，教育基本法は憲法の

り準:者法的性格をもっ教育に関する最向法規であるといえる。このことは，

も述べたように，教育基本法が定法の原理規定である平和主義，

権の尊重を「教育の力jにおいて実現しようとし，法的に確認した規定であるということ
紛

ができる。すなわち，ポツダム賞言の受諾によち ILljM，法および教育勅語が廃止され，

ら国民主権へと国体の大きな変化を泊えたことによち，教育権においても，

ら関民の手にうつり，沼氏教育から随員教育・人間教育へと転換したのである O

「国民の学習権が，知的探究や学習の『権力からの自出』安要伶とする以上，

んらい一種の自由権に属することは明らかである.Jと云われるように，教育の自由は，

子ども並びιi司氏の「学躍の自由Jであり r-親の教育の自由 lであり f教官lliの;教育の白

であると云える O 憲法，教育基本法はIJij述したように I教育の自由Jを明示しては

いないが，憲法11条が「国民は，すべての基本的人権の享有を妨げられないっ jと規定し

ている事により，糸理解釈tあるいは人権保障の震史上[留民の教育の臼出jの紐日を紘

したものと云える O

註
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(3) このゆ文は「ト…リー;Gt，J1!主義者Jでるるオーストラー(1{.Oaster) が~'リーズ・マーキ
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命教育年表による。
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(7) 前掲 高木・未経・宮沢編「人権宣言集」

付録2，プランスネ
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等法院に提出した「国民教育論j。前揚松島釣6no 
(9) 議子仁「教帯法J (新椋)72頁以下議出。



小笠採:教育のJ'l11J

。q シ a イぷス (sieye'sAbbe Emmanuel Joseph 1748，........1836)主著「第31積級とはHかJriIj賠
松島鈎101頁。

締口問lin，L. A.， The American Common School， p. 44-7. 

ゆ Cubberley，E. P.， Public Education in theむnitedStates， 1934 

紳 A. C. Thibaudeau， Opinion sur I'instruction Publique. p106，....." 110~Íj掲松島釣168JJ:。

鉢 P. C. F. Daunou， Es討 surI'instruction Publique， 1793， p587--， 前掲松島鈴277Jto

同小笠原正「教育基本法語定の意、論と立法i義組j私学研修 No.52.参照。

。。 鈴木英一編 教育基本誌文献選集 1I教育基本法の制定J教育基本法の解説134頁以下参照。
伸 文部時報831な fヒルガヘリテ技ガ昌ニ於ケル政党其能ノ志法諸案ハ教育ニ関シ規定スノレJ9i'

皆無若シクハ出少デアッタ O 此::!tノ同家ノ文明水準ノ {L1';サヲ示スモノデアリ教育ユ対スノレ関心

が薄イコトツ表明シテイル。政府発友ノ護法草案ガ教育ニ関スル若干ノ規定ヲ燭ゲタコトノサ七

ノ点前記諸案ニ二対シ確ニニ進歩的 i、:J.ミヒ件ノレガiせ界各撞ノ憲法ノ傾向ヲ見ノレトキニ:Jtハ更ュJAiR
旦具体的ナルコトガ盟マレノレ。 j

立場鈴木英一編 前揚135頁。

(l~ 有食遼吉「教育基本法の準窓法的性格J 手Lt言語道 教育と法律 3点。東京高判明49.5.8
f教育抜本wの成立経緯および立法趣詩よりして，後に需IJ定

された‘般教育関係諸法は， 1111法の掲げる諸条項を実施するために制定されたものというべき

であるから，この意味において教育謀本法については，後法は鵡法を破るとの一般原却を寵ち

に選用ずることはできない。

制 1946年6J119日衆議院『教青勅器等の排除に|渇する決議i

患うに，これらの詔勅の根本理念が主権住君並びに神話的冨体観に其づいている事実は，明

らかに基本的人権を損い，つ国際信義に対して疑点を残すもととなる。よって議訟98条の本

間に従い，ここに衆議院は院議を以て，これらの詔勅を防除L. この指導!京理的性格を認めな

いことを3宣言する。政府は直ちにこれらの詔勅の勝本を田技し排除の措置を究了すべきであ

る。右決議する。

1946年8月19日委主議詫 f教育勅語等の失持議認に関する決議i
教宵車言語等が，あるいは詑米の如き効力を今日なを謀容するかの疑いを壊く者あるをおもん

ばかり，われらはとくに，それらが誌に効力を失っている事実をゆj確にするとともに，政府に

して教古勅語その能の諸詔勅の謄本をもれなく回収せしめる。われらはここに，教脊の真の権

威の確立と国民道徳、の振興のために，全富民が一致して教育基本法の努示する新教育理念、の普

及徹!まに努力をいたすべきを期する。右決議する。

以上，阿部j顎故・佐藤幸治・宮田豊編 f憲法資料集J42真。

斡小林直樹「現代基本権の接関J89頁。

く1978.11. 8.受付〉
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